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１

本日の説明会の主な説明内容

〇 はまクル認定クラブに関する補助金制度の目的

〇 補助金制度の詳細
・補助金額の算出方法
・補助金の申請方法・スケジュール
・補助金の適切な執行・証憑管理

〇 指導者謝金に係る税務処理と源泉徴収

〇 事前質問に対する回答・今後のご質問等への対応

〇 個別相談
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はまクル認定クラブ活動支援事業費補助金制度
の手引き（案）

２本日の配付資料

申請様式（案）・参考資料等

はまクルポータルサイト周知チラシ

☝〔ポイント１〕補助金制度の目的

☝〔ポイント３〕補助金の申請方法・スケジュール

☝〔ポイント４〕補助金の適切な執行・証憑管理

☝〔ポイント５〕正しい税務処理と源泉徴収

☝〔ポイント２〕補助金額の算出方法

手引き
Ｐ１

源泉徴収の手引き（案）

「手引き」 マーク
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１ はまクル認定クラブに関する補助金制度の目的

現在の進捗状況

３

「はまクル指導者人材バンク」登録申請
・４月１０日（金）より 随時受付中

「はまクル認定クラブ」認定申請 ※令和８年度（初年度特別措置）
・第１次申請期間 ４月２４日（金）～５月２２日（金）

認定結果送付 ５月１５日（金）～６月 ５日（金）
・第２次申請期間 ６月 ５日（金）～６月２６日（金）

認定結果送付 ６月２４日（水）～７月１７日（金）
・第３次申請期間 ７月１０日（金）以降、随時受付

認定結果送付 申請受領日から２～３週間程度で送付
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４「はまクルポータルサイト」への公開
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５

① はまクル認定クラブ活動支援事業費補助金
はまクル認定クラブを対象に、クラブ活動費の支援

② 地域クラブ参加促進事業費補助金
就学援助を受給している世帯を対象に、はまクル認定クラブ
への参加費等の支援
⇒今後さくら連絡網や学校等を通じて周知

はまクル認定クラブに関する補助金制度
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浜松市が目指す地域クラブ活動「はまクル」の趣旨
６

【基本理念】 「生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現」
「持続可能な活動環境の構築」
これまで部活動が果たしてきた教育的意義を継承・発展させつつ、
新たな価値を創出させる

【 運 営 】 営利を主たる目的とした運営ではなく、
できる限り低廉な参加費等を設定し、
どの生徒でも参加できるようにする

【ターゲット】 「楽しみたい」「上手になりたい」
「仲間や地域の方と交流を深めたい」
といった目的をもつ生徒を対象した活動
⇒勝利至上主義的な活動ではない
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クラブへの参加を希望する生徒が参加できる体制づくり ７

部活動に係る家庭の経済的負担のイメージ

これまで ９月以降

平日・休日
部活動

平日・部活動
休日・地域クラブ活動

2,000円

2,000円

2,000円

例えば、平日・休日とも
に、顧問の指導に関する
謝金等は発生しない

休日の指導者に関する
謝金や保険料、使用物品
等の費用が増加

かかる費用

公的支援

寄付・協賛

受益者負担

・受益者負担を「０」にする
ためのものではない

・「選手強化」を目的とした
ものではない

・平日の活動やはまクルでない
活動は対象外

◎地域展開による家庭の負担
増加分を補填する方策の１つ

※部活動とは連動しない既存のクラブや
スクール等を運営する民間事業者が
運営団体のクラブも同様

かかる費用

手引き
Ｐ２
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各クラブの将来的な「自走運営」を前提とした包括的支援
８

受益者負担

公的支援

地域・企業
からの

寄附・協賛

①地域の受け皿づくり
組織体制や運営基盤の構築支援

②指導者の確保と支援
適切な謝金の支払いや安全な活動環境
の整備

③財政的な自立へのステップ
持続可能な運営を目指し、自立した
運営体制の整備

手引き
Ｐ２
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２ 補助金額の算出方法

① 補助単価

９

補助金の対象期間

令和８年度（初年度特別措置） ９月から２月（最大６か月間）
令和９年度以降 ４月から２月（最大１１か月間）

※参加生徒数は、各月の参加生徒数の年間平均で算出する（小数点以下は切り上げ）。 単位：円

No. 区分

スポーツ 336,000 スポーツ 275,000 スポーツ 213,000 スポーツ 152,000

文化 345,000 文化 284,000 文化 223,000 文化 161,000

スポーツ 288,000 スポーツ 237,000 スポーツ 186,000 スポーツ 136,000

文化 298,000 文化 247,000 文化 196,000 文化 145,000

スポーツ 211,000 スポーツ 178,000 スポーツ 145,000 スポーツ 112,000

文化 221,000 文化 188,000 文化 155,000 文化 122,000

＜令和9年度以降＞※11か月分（4月～2月）

※参加生徒数は、各月の参加生徒数の年間平均で算出する（小数点以下は切り上げ）。 単位：円

スポーツ 616,000 スポーツ 504,000 スポーツ 391,000 スポーツ 279,000

文化 633,000 文化 521,000 文化 408,000 文化 296,000

スポーツ 528,000 スポーツ 435,000 スポーツ 341,000 スポーツ 249,000

文化 546,000 文化 452,000 文化 360,000 文化 266,000

スポーツ 387,000 スポーツ 326,000 スポーツ 265,000 スポーツ 205,000

文化 406,000 文化 345,000 文化 285,000 文化 245,000
3

参加生徒数5人～12人で

指導者を２人配置

月2回程度活動 月1回程度活動

1
参加生徒数27人以上で

指導者を3人以上配置

2
参加生徒数13人～26人で

指導者を2人配置

月3回程度活動

2
参加生徒数13人～26人で

指導者を2人配置

3
参加生徒数5人～12人で

指導者を２人配置

月4回程度活動

月4回程度活動 月3回程度活動 月2回程度活動 月1回程度活動

1
参加生徒数27人以上で

指導者を3人以上配置

【資料１】令和８年度の補助単価一覧（９月～２月までの最大６か月分）

手引き
Ｐ３
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② 補助金算定額 １０

◎「補助対象経費」＝Ａ
※休日の活動実施に要した費用のうち、 で対象経費として示されているもの

◎「参加費等の収入」＝Ｂ
※月会費や入会金などの受益者負担 （地域・企業等の寄付、協賛金等の収入は算定外）

計算例） 毎月の参加生徒数の平均×参加費×最大６か月分
※参加生徒及び指導者の保険料については、今年度のみ対象外経費とする

◎Ａ－Ｂ＝「補助金算定額」＝C

◎補助割合

市が補助する割合は1/2以内の額を上限

◎補助基準額の決定
「① 補助単価」と「② 補助金算定額」を比較し、低い方の額が補助基準額

③ 補助割合 ④ 補助基準額の決定 手引き
Ｐ３・４

手引き
Ｐ５
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補助基準額 算出シミュレーション １１

※参加生徒数は、各月の参加生徒数の年間平均で算出する（小数点以下は切り上げ）。 単位：円

No. 区分

スポーツ 336,000 スポーツ 275,000 スポーツ 213,000 スポーツ 152,000

文化 345,000 文化 284,000 文化 223,000 文化 161,000

スポーツ 288,000 スポーツ 237,000 スポーツ 186,000 スポーツ 136,000

文化 298,000 文化 247,000 文化 196,000 文化 145,000

スポーツ 211,000 スポーツ 178,000 スポーツ 145,000 スポーツ 112,000

文化 221,000 文化 188,000 文化 155,000 文化 122,000

＜令和9年度以降＞※11か月分（4月～2月）

※参加生徒数は、各月の参加生徒数の年間平均で算出する（小数点以下は切り上げ）。 単位：円

スポーツ 616,000 スポーツ 504,000 スポーツ 391,000 スポーツ 279,000

文化 633,000 文化 521,000 文化 408,000 文化 296,000

スポーツ 528,000 スポーツ 435,000 スポーツ 341,000 スポーツ 249,000

文化 546,000 文化 452,000 文化 360,000 文化 266,000

スポーツ 387,000 スポーツ 326,000 スポーツ 265,000 スポーツ 205,000

文化 406,000 文化 345,000 文化 285,000 文化 245,000
3

参加生徒数5人～12人で

指導者を２人配置

月2回程度活動 月1回程度活動

1
参加生徒数27人以上で

指導者を3人以上配置

2
参加生徒数13人～26人で

指導者を2人配置

月3回程度活動

2
参加生徒数13人～26人で

指導者を2人配置

3
参加生徒数5人～12人で

指導者を２人配置

月4回程度活動

月4回程度活動 月3回程度活動 月2回程度活動 月1回程度活動

1
参加生徒数27人以上で

指導者を3人以上配置

手引き
Ｐ４

例）スポーツ系地域クラブ・参加生徒数２０人・指導者２名・月４回程度活動の場合

①『補助単価』 ２８８，０００円
Ａ『補助対象経費』 ６００，０００円
Ｂ「参加費等の収入」 ３６１，０００円
Ａ―Ｂ ②『補助金算定額』 ２３９，０００円＝Ⅽ ※千円未満切り捨て

③『補助割合』 (上限) ３００，０００円 Ａの１/２

補助基準額 ２３９，０００円（1,000円未満は切り捨て）
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補助金の対象経費一覧 １２

対象経費 対象経費の例 対象外経費 必要となる証憑資料

1 諸謝金
外部有識者や指導者等に対して
払う謝礼

・指導者謝金
・運営スタッフ謝金
・指導補助（見守り）ボランティア等謝金

・菓子折り
・金券
・商品券

□謝金単価表（単価設定の理由が分かる書類）
□依頼したことを示す書類（依頼書）
□実施したことを示す書類（業務月報）
□支払いを証明できる書類（領収書等）

2 旅費

 指導者等の交通費
（原則、公共交通機関に限る）

事業の実施に必要な旅費
（地方公共団体の旅費規程、もし
くは国家公務員等の旅費に関す
る法律を準用）

・指導者、スタッフ、ボランティアの交通
費
・会議・研修参加のための出張旅費

・参加者の交通費（乗車賃や自家用車のガソ
リン代等の補助など）
・外国旅費
・タクシーまたはレンタカーに係る旅費（公共
機関が整備されていない・使用できない特
別な場合は除く）

□出張命令や依頼文、大会要項等
□経路・金額が分かる書類
□支払いを証明できる書類

3
借料及び
損料

一時的に借り上げる物品、
施設、バス等の使用料

・体育施設等、用具保管場所の借上料
・機材・備品のレンタル料
・貸切バス等のレンタル料

・中学生、指導者以外に係る借用料
・補助対象期間外のレンタル料金等

□見積書
□請求書
□支払証明書類または領収書
※発注書（控）または申込書（控）または契約書（写
し）
□リース・レンタルに関する理由書（パソコンや複合
機等の汎用性が高い製品をリースする場合、本事
業への占有を証明する理由書が必要です。）
□大会・会議等を実施したことが分かる書類一式
（開催通知・要項、参加者・出席者名簿等）
※バス借り上げの際の用件、行先、経路等を確認で
きる書類

4 消耗品費

事務用消耗品、参加者が共用す
るスポーツ用品・用具等、事業を
行うために必要な物品であって
備品でないもの

・コピー用紙やファイル、筆記用具など
文房具
・野球のボールなど参加者が共用する
スポーツ用品・用具等
・救急用品等（熱中症対策用飲料含む）

・参加者等が個人で所有し、使用するもの
（ユニフォーム等は団体が所有し、貸与するも
のであれば可）
・明確に使用状況が区分できないもの

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類（レシートなど購入品の
詳細が分かるもの）
※明確に使用状況が区分できないものは補助対象
外です。

6
印刷
製本費

印刷物・製本物の作成費
・認定クラブ説明資料の印刷費
・保護者向け案内チラシの印刷

今年度使い切る量を上回る部数の場合
（デザイン料は雑役務費）

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※仕様書、発注書（控）、納品書、使用（配布）状況が
分かる資料

7
通信
運搬費

事業に必要な郵送料、運送代、通
信・電話料に関する経費（携帯電
話は団体が契約するもの,切手
は本事業で使用する最低限な枚
数）

・郵送料（切手、宅配料）
・団体が契約する携帯電話使用料・イン
ターネット接続料

・個人名義の携帯電話使用料
・補助事業期間内に使用予定がない大量の
切手の購入

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※郵送報告書、受払簿、切手を購入する場合、本事
業を行うために必要な最小限の枚数とし、受払簿
等で適切に管理してください。
※切手を購入する場合、本事業を行うために必要
な最小限の枚数とし、受払簿等で適切に管理して
ください。

8 雑役務費

事業の目的を達成するために付
随して必要になる軽微な請負業
務、振込手数料、著作権使用料、
地域クラブ向けアプリ使用料等

・金融機関等の振込手数料
・部活動認定地域クラブ向けアプリ使
用料
・ＨＰ作成、管理料
・資格登録料

□振込手数料（内容と金額がわかる資料　※振込明
細書など）
□システム使用料（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類）
□資格登録料等（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類、登録証・定証（写））
□HP作成＜請負業務＞（見積書・契約書・仕様書・
請求書・支払証明書類・完了報告書・団体の検収）

9 保険料
指導者や参加する生徒、運営団
体等の保険料

・指導者、クラブ員スポーツ保険料
・指導者賠償責任保険料
（今年度については対象期間から外れ
るため、全額対象外経費となります）

・中学生・指導者以外の保険料
・参加者から保険料を徴収した保険料

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類
□申込書

10 備品費
事業を行うために必要な物品
（１年以上継続して使用でき、5
万円以上のもの）の購入

・スポーツ用具等備品
 （共用で使用するもの）
・認定クラブに必要な器具類

・事業の目的を超えて広範に利用され得る
備品
・個人所有のスポーツ用具等備品
・高額な備品は留意

□見積書
□納品書
□請求書
□支払証明書類または領収書

※発注書（控）または契約書（写し）
インターネットやメール等により注文を行い、発注
書を取っていない場合には、発注書に代わるもの
（電子媒体等の印字したもの）を用意してくださ
い。

手引き
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補助金の対象経費一覧 １３

対象経費 対象経費の例 対象外経費 必要となる証憑資料

1 諸謝金
外部有識者や指導者等に対して
払う謝礼

・指導者謝金
・運営スタッフ謝金
・指導補助（見守り）ボランティア等謝金

・菓子折り
・金券
・商品券

□謝金単価表（単価設定の理由が分かる書類）
□依頼したことを示す書類（依頼書）
□実施したことを示す書類（業務月報）
□支払いを証明できる書類（領収書等）

2 旅費

 指導者等の交通費
（原則、公共交通機関に限る）

事業の実施に必要な旅費
（地方公共団体の旅費規程、もし
くは国家公務員等の旅費に関す
る法律を準用）

・指導者、スタッフ、ボランティアの交通
費
・会議・研修参加のための出張旅費

・参加者の交通費（乗車賃や自家用車のガソ
リン代等の補助など）
・外国旅費
・タクシーまたはレンタカーに係る旅費（公共
機関が整備されていない・使用できない特
別な場合は除く）

□出張命令や依頼文、大会要項等
□経路・金額が分かる書類
□支払いを証明できる書類

3
借料及び
損料

一時的に借り上げる物品、
施設、バス等の使用料

・体育施設等、用具保管場所の借上料
・機材・備品のレンタル料
・貸切バス等のレンタル料

・中学生、指導者以外に係る借用料
・補助対象期間外のレンタル料金等

□見積書
□請求書
□支払証明書類または領収書
※発注書（控）または申込書（控）または契約書（写
し）
□リース・レンタルに関する理由書（パソコンや複合
機等の汎用性が高い製品をリースする場合、本事
業への占有を証明する理由書が必要です。）
□大会・会議等を実施したことが分かる書類一式
（開催通知・要項、参加者・出席者名簿等）
※バス借り上げの際の用件、行先、経路等を確認で
きる書類

4 消耗品費

事務用消耗品、参加者が共用す
るスポーツ用品・用具等、事業を
行うために必要な物品であって
備品でないもの

・コピー用紙やファイル、筆記用具など
文房具
・野球のボールなど参加者が共用する
スポーツ用品・用具等
・救急用品等（熱中症対策用飲料含む）

・参加者等が個人で所有し、使用するもの
（ユニフォーム等は団体が所有し、貸与するも
のであれば可）
・明確に使用状況が区分できないもの

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類（レシートなど購入品の
詳細が分かるもの）
※明確に使用状況が区分できないものは補助対象
外です。

6
印刷
製本費

印刷物・製本物の作成費
・認定クラブ説明資料の印刷費
・保護者向け案内チラシの印刷

今年度使い切る量を上回る部数の場合
（デザイン料は雑役務費）

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※仕様書、発注書（控）、納品書、使用（配布）状況が
分かる資料

7
通信
運搬費

事業に必要な郵送料、運送代、通
信・電話料に関する経費（携帯電
話は団体が契約するもの,切手
は本事業で使用する最低限な枚
数）

・郵送料（切手、宅配料）
・団体が契約する携帯電話使用料・イン
ターネット接続料

・個人名義の携帯電話使用料
・補助事業期間内に使用予定がない大量の
切手の購入

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※郵送報告書、受払簿、切手を購入する場合、本事
業を行うために必要な最小限の枚数とし、受払簿
等で適切に管理してください。
※切手を購入する場合、本事業を行うために必要
な最小限の枚数とし、受払簿等で適切に管理して
ください。

8 雑役務費

事業の目的を達成するために付
随して必要になる軽微な請負業
務、振込手数料、著作権使用料、
地域クラブ向けアプリ使用料等

・金融機関等の振込手数料
・部活動認定地域クラブ向けアプリ使
用料
・ＨＰ作成、管理料
・資格登録料

□振込手数料（内容と金額がわかる資料　※振込明
細書など）
□システム使用料（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類）
□資格登録料等（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類、登録証・定証（写））
□HP作成＜請負業務＞（見積書・契約書・仕様書・
請求書・支払証明書類・完了報告書・団体の検収）

9 保険料
指導者や参加する生徒、運営団
体等の保険料

・指導者、クラブ員スポーツ保険料
・指導者賠償責任保険料
（今年度については対象期間から外れ
るため、全額対象外経費となります）

・中学生・指導者以外の保険料
・参加者から保険料を徴収した保険料

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類
□申込書

10 備品費
事業を行うために必要な物品
（１年以上継続して使用でき、5
万円以上のもの）の購入

・スポーツ用具等備品
 （共用で使用するもの）
・認定クラブに必要な器具類

・事業の目的を超えて広範に利用され得る
備品
・個人所有のスポーツ用具等備品
・高額な備品は留意

□見積書
□納品書
□請求書
□支払証明書類または領収書

※発注書（控）または契約書（写し）
インターネットやメール等により注文を行い、発注
書を取っていない場合には、発注書に代わるもの
（電子媒体等の印字したもの）を用意してくださ
い。

対象経費 対象経費の例 対象外経費 必要となる証憑資料

1 諸謝金
外部有識者や指導者等に対して
払う謝礼

・指導者謝金
・運営スタッフ謝金
・指導補助（見守り）ボランティア等謝金

・菓子折り
・金券
・商品券

□謝金単価表（単価設定の理由が分かる書類）
□依頼したことを示す書類（依頼書）
□実施したことを示す書類（業務月報）
□支払いを証明できる書類（領収書等）

2 旅費

 指導者等の交通費
（原則、公共交通機関に限る）

事業の実施に必要な旅費
（地方公共団体の旅費規程、もし
くは国家公務員等の旅費に関す
る法律を準用）

・指導者、スタッフ、ボランティアの交通
費
・会議・研修参加のための出張旅費

・参加者の交通費（乗車賃や自家用車のガソ
リン代等の補助など）
・外国旅費
・タクシーまたはレンタカーに係る旅費（公共
機関が整備されていない・使用できない特
別な場合は除く）

□出張命令や依頼文、大会要項等
□経路・金額が分かる書類
□支払いを証明できる書類

3
借料及び
損料

一時的に借り上げる物品、
施設、バス等の使用料

・体育施設等、用具保管場所の借上料
・機材・備品のレンタル料
・貸切バス等のレンタル料

・中学生、指導者以外に係る借用料
・補助対象期間外のレンタル料金等

□見積書
□請求書
□支払証明書類または領収書
※発注書（控）または申込書（控）または契約書（写
し）
□リース・レンタルに関する理由書（パソコンや複合
機等の汎用性が高い製品をリースする場合、本事
業への占有を証明する理由書が必要です。）
□大会・会議等を実施したことが分かる書類一式
（開催通知・要項、参加者・出席者名簿等）
※バス借り上げの際の用件、行先、経路等を確認で
きる書類

4 消耗品費

事務用消耗品、参加者が共用す
るスポーツ用品・用具等、事業を
行うために必要な物品であって
備品でないもの

・コピー用紙やファイル、筆記用具など
文房具
・野球のボールなど参加者が共用する
スポーツ用品・用具等
・救急用品等（熱中症対策用飲料含む）

・参加者等が個人で所有し、使用するもの
（ユニフォーム等は団体が所有し、貸与するも
のであれば可）
・明確に使用状況が区分できないもの

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類（レシートなど購入品の
詳細が分かるもの）
※明確に使用状況が区分できないものは補助対象
外です。

6
印刷
製本費

印刷物・製本物の作成費
・認定クラブ説明資料の印刷費
・保護者向け案内チラシの印刷

今年度使い切る量を上回る部数の場合
（デザイン料は雑役務費）

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※仕様書、発注書（控）、納品書、使用（配布）状況が
分かる資料

7
通信
運搬費

事業に必要な郵送料、運送代、通
信・電話料に関する経費（携帯電
話は団体が契約するもの,切手
は本事業で使用する最低限な枚
数）

・郵送料（切手、宅配料）
・団体が契約する携帯電話使用料・イン
ターネット接続料

・個人名義の携帯電話使用料
・補助事業期間内に使用予定がない大量の
切手の購入

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類

※郵送報告書、受払簿、切手を購入する場合、本事
業を行うために必要な最小限の枚数とし、受払簿
等で適切に管理してください。
※切手を購入する場合、本事業を行うために必要
な最小限の枚数とし、受払簿等で適切に管理して
ください。

8 雑役務費

事業の目的を達成するために付
随して必要になる軽微な請負業
務、振込手数料、著作権使用料、
地域クラブ向けアプリ使用料等

・金融機関等の振込手数料
・部活動認定地域クラブ向けアプリ使
用料
・ＨＰ作成、管理料
・資格登録料

□振込手数料（内容と金額がわかる資料　※振込明
細書など）
□システム使用料（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類）
□資格登録料等（見積書・請求書・支払いを証明で
きる書類、登録証・定証（写））
□HP作成＜請負業務＞（見積書・契約書・仕様書・
請求書・支払証明書類・完了報告書・団体の検収）

9 保険料
指導者や参加する生徒、運営団
体等の保険料

・指導者、クラブ員スポーツ保険料
・指導者賠償責任保険料
（今年度については対象期間から外れ
るため、全額対象外経費となります）

・中学生・指導者以外の保険料
・参加者から保険料を徴収した保険料

□見積書
□請求書
□支払いを証明できる書類
□申込書

10 備品費
事業を行うために必要な物品
（１年以上継続して使用でき、5
万円以上のもの）の購入

・スポーツ用具等備品
 （共用で使用するもの）
・認定クラブに必要な器具類

・事業の目的を超えて広範に利用され得る
備品
・個人所有のスポーツ用具等備品
・高額な備品は留意

□見積書
□納品書
□請求書
□支払証明書類または領収書

※発注書（控）または契約書（写し）
インターネットやメール等により注文を行い、発注
書を取っていない場合には、発注書に代わるもの
（電子媒体等の印字したもの）を用意してくださ
い。

手引き
Ｐ５
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３ 補助金の申請方法・申請スケジュール

（１）２種類の受け取り方式

１４

①『概算払い』（先払い方式） 【上限額：補助基準額の約６割】
・申請後、精算払いより早い段階で見込み額を受け取ることが可能
・見込み額の算定を入念に行う必要があり、申請時の手続きが精算払いに
比べて複雑

②『精算払い』（後払い方式）
・クラブの資金で年間の活動を実施後、実績報告に基づき確定額を受取
・対象経費に係る実績分を年度末に精算して受け取るため、申請時の手続き

は概算払いに比べて比較的容易

手引き
Ｐ６
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（２）申請時に必要な書類
１５

【両方式共通】
◎ 浜松市はまクル認定クラブ活動事業費補助金交付申請書（第１号様式）
◎ 事業計画書（変更事業計画書）（第２号様式）
◎ 収支予算書（変更収支予算書）（第３号様式）

【概算払い方式を選択する場合】
◎ 浜松市はまクル認定クラブ活動事業費補助金概算払承認申請書

（第１４号様式）
◎ 資金計画表（第１５号様式）

※書類の様式は、手引きの完成版とともに、７月中旬までに市ホームページに公開

手引き
Ｐ７
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（３）申請方法
１６

手引き
Ｐ７・８

◎今年度の申請は、紙媒体での申請（郵送または持参）

・申請書類の確認期間を設け、「はままつスマート申請」を活用して、
事前に申請書類の内容を事務局が確認

・不備等を修正したうえで、完成した申請書類に押印（クラブ代表者）
して提出

※事前確認の専用フォームは、申請期間前までに、市ホームページに公開

【提出先・事務局】
〒４３０－０９２９
浜松市中央区中央１－２－１ イーステージ浜松オフィス棟６階
浜松市教育委員会 学校・地域連携課 部活動地域展開グループ 宛て

※封筒の表面に、朱書で「はまクル認定クラブ補助金申請書類 在中」と記載
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（４）申請スケジュール １７

※１ ・・・申請書類に不備等がある場合は、以降のスケジュール通りに進まない可能性があり
※２・・・精算払い方式については、８月３１日（月）までの申請分の通知日

９月以降の申請分については、９月下旬より補助金額を順次通知
※３ ・・・ 「概算払い方式」：補助金額の不足分を精算 /「精算払い方式」：実績分を精算

手引き
Ｐ７
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（５）申請後の変更等の手続き
１８

【補助金で購入した財産を処分せざるを得ない場合】
◎ 財産処分承認申請書（第７号様式）
◎ 財産処分報告書（第９号様式）

※破損による廃棄やクラブの解散など、何らかの理由によって補助金で購入した
クラブの備品を処分せざるを得ない場合に提出（消耗品の処分は除く）

【補助金申請額に変更が生じた場合】
◎ 浜松市はまクル認定クラブ活動事業費補助金変更交付申請書（第５号様式）

※不測の事態等でクラブの運営状況に急変があった場合等、補助金額を変更すべき
正当な理由がある場合にのみに申請が可能

手引き
Ｐ８
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（６）年度末に提出が必要な報告書類
１９

◎ 浜松市はまクル認定クラブ活動事業費補助金実績報告書（第１０号様式）
◎ 収支予算書（変更収支決算書）（第１１号様式）

※令和８年度分の提出は、精算申請期間の３月１日（月）～３月１０日（水）
※補助金の申請の有無に関わらず、すべての認定クラブに市への提出を求めている
年度末の会計報告は、クラブ員及び保護者への適切な情報開示を確認するものである
ため、別途提出を求める（5月末）

（７）各クラブへの会計監査・指導

◎会計検査院の検査や市の監査が入る可能性あり
その際には、各クラブの会計書類を提出や立ち合いを求められる場合が
あるので、各種帳簿の管理を厳密に行う。（翌年度から５年間の保存）

手引き
Ｐ８

手引き
Ｐ８
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４ 補助金の適切な執行・証憑管理の徹底

（１）対象経費・対象外経費の判別

２０

◎公金を活用する以上、使途は「事業目的のために真に必要なもの」に限定

「対象経費」か「対象外経費」かの判別が重要
※手引きｐ５【資料３】参照 

 

〈対象経費と対象外経費の見極め〉 

 例：大会で使用するユニフォーム   

     クラブとして購入し、クラブが管理してクラブ員に貸与するもの→対象経費 

クラブや個人で購入し、個人の所有物とするもの→対象外経費 

       

手引き
Ｐ９
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（２）取引の「５ステップ」と証憑書類の「３点セット」
２１

【取引の５ステップ】

「①見積」→「②発注」→「③納品」→「④検収」→「⑤支払」

※実績報告及び後日の会計検査に対応するため、証憑書類をホチキス等でまとめ、
翌年度から５年間保存 例：令和8年度分は、令和13年度末まで保存

【証憑書類の３点セット】
①見積書 ： 適正価格での選定を証明するもの
②請求書 ： 請求金額を確認するもの
③振込明細または領収書： 確実に支払った事実（日付・振込先・金額・クラブ名義）

を証明するもの

※証憑（しょうひょう）とは、会計処理の事実を客観的に証明する書類の総称

手引き
Ｐ９
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「取引の５ステップ」に関わる留意事項 ２２

①「見積」
・見積書については、商品カタログまたは価格一覧表でも可能
・10万円以上の取引の場合、複数見積の取得が必要な可能性

②「契約・発注」
・発注書、契約書、請書、電子メール等により確認

③「納品」
・納品書、作業完了報告書、業務完了報告書、成果物等を保管
・物品を購入した場合は、発注書、納品書等を保管
・店頭で購入した場合は、支出内容及び金額が確認できるレシート又は領収書を保管

④「検収」
・発注どおりに履行されたかの確認

⑤「支払」

・請求書、領収書（銀行振込明細書、口座引落記録等）を保管

手引き
Ｐ1０
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５ 正しい税務処理と源泉徴収

（１）報酬の性格と計算

２３

◎民間事業者や法人等が指導者と雇用契約等を結んでいない限りは、
原則「給与」ではなく「報酬」とみなす

所得区分 : 「報酬・賃金」として扱う
源泉徴収税率 : 支払金額の 10.21% （100万円以下の場合）
計算例 : ①謝金総額30,000円の場合

⇒源泉徴収税額は3,063円、指導者手取額は26,937円
②指導者手取額（渡す額）を30,000円にしたい場合
⇒謝金総額は33,411円、源泉徴収税額は3,411円

注意点 : 実績報告書には手取額ではなく「源泉徴収前の総額」を
記載

手引き
Ｐ1１



指導者等に対し謝礼等の支払いが見込まれる「はまクル認定クラブ」は、
直接所轄の税務署にこの書類を提出してください。

所轄の税務署を記載してください。
浜松西税務署もしくは浜松東税務署

｢給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書」

給与支払事務所の開設 ２４源泉徴収の手引き
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（２）納付期限とサイクル
２５手引き

Ｐ1１



納付書の書き方

年度 (R８年度なら「0８」)

ひと月に源泉徴収で
謝礼を支払った人数

浜松西

担当税務署名

謝礼を支払った月

天引き前の謝礼の合計

天引きした謝礼の合計

天引きした謝礼の合計

053 *** ****

浜松市○○区○○町***-**

浜松市○○中はまクル認定クラブ

天引きした謝礼の合計

コードから選択
(01がほとんどだと思います)

２６
源泉徴収の手引き



問合せ・書類の提出は、
直接所轄の税務署にお願いします。

※提出期限…翌年1月31日

認定クラブから同一人物に対する１年間の支払金額が５万円を超える場合に提出が
必要な書類です。

1月1日から12月31日

支払調書について

＜所轄税務署＞
○旧 中・北・西区

…浜松西税務署
○旧 東・南・浜北区、天竜区

…浜松東税務署

記載例
●

浜松市中央区●●町▲▲番地の▲

●● ●●

指導料 はまクル認定クラブ指導料 80 000 8 168

浜松市浜名区××一丁目●番●号

浜松市●●中はまクル認定クラブ
053-***-**** 3 0 0 0 0 2 0 2 2 1 3 0 9

*  *  *  *   *   *   *  *  *  *  *   *  *

２７源泉徴収の手引き



給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表①

同一人に年間５万円以上の謝礼を

法定調書合計表を提出
法定調書合計表に「該当

なし」として提出

支払った 支払わなかった

未提出の場合、
翌年6月頃に税務署から確認があります。

「給与支払事務所等」の開設の届出を

対応不要

している していない

税務署提出〆切 翌年1月31日

２８源泉徴収の手引き



給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表②

クラブの住所・TEL

クラブ名とフリガナ

法人番号

代表者氏名

会計の方の名前

記載例①（共通部分）

２９源泉徴収の手引き

法定調書合計表については、令和８年８月以降に様式が変更される予定です。
詳しくは、国税庁ホームページをご確認ください。



給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表③

該当なし

記載例②
（5万以上謝礼を払った人がいない時）

３０源泉徴収の手引き



給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表④

謝礼を払った人の人数 謝礼を払った人に
払った謝礼の合計額

記載例③
（5万以上謝礼を払った人がいる時）

謝礼を払った人に
払った謝礼から差し引いた
源泉徴収税額の合計額

5万以上謝礼を払った
人の人数

5万以上謝礼を払った人に
払った謝礼の合計額

5万以上謝礼を払った人に
払った謝礼から差し引いた
源泉徴収税額の合計額

３１源泉徴収の手引き



￥ 33,411 -

〇〇中はまクル認定クラブ 様

領収書

但 講師謝礼金（源泉徴収所得税３４１１円を含む）

上記正に領収しました。

令和○年○月○○日

浜松市中区中央一丁目１－１

遠州 南

領収書の注意点 源泉徴収する場合の領収書の書き方

33

￥ 30,000 -

〇〇中はまクル認定クラブ 様

領収書

但 講師謝礼金（源泉徴収所得税３４１１円を控除後）

上記正に領収しました。

令和○年○月○○日

浜松市中区中央一丁目１－１

遠州 南
A-②

但書きに（源泉徴収所得税
○○円を含む）と書く

A-①
源泉徴収所得税を含む

金額を記入

A-③,B-③
住所、領収者の氏名がある

Ａ：総額に源泉徴収税を含むパターン Ｂ：総額に源泉徴収税を含まないパターン

B-①
源泉徴収所得税を含まない

金額を記入

B-②
但書きに（源泉徴収所得税
○○円を控除後）と書く

３２参考資料
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（３）e-Taxを利用したキャッシュレス納付
３３

「その他の手続」→「徴収高計算書（源泉所得税）」の納付を行う

手引き
Ｐ１１
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６ ご質問・ご相談に関する対応

個別相談会の実施

３４

◎補助金の申請を行うクラブ団体を対象とした「個別相談会」を実施予定

【説明会日程】 ※諸般の事情により、日程や会場が変更になる場合があります

７月２３日（木） １８：００～１９：３０ 浜松市教育委員会
７月２９日（水） １５：００～１６：３０ 浜松市教育委員会
７月３１日（金） １８：００～１９：３０ 浜松市教育委員会
８月 ２日（日） １０：００～１１：３０ 浜松市教育委員会

１３：００～１４：３０ 浜松市教育委員会

【参加クラブ数】 １回の説明会につき、先着１５クラブ（１クラブ２人まで）

【申し込み方法】 ７月８日（水）正午より、市ホームページから申込可能

手引き
Ｐ1３
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部活動地域展開全般に関する問い合わせ

浜松市教育委員会 学校・地域連携課 部活動地域展開グループ

TEL ０５３－４５７－２４０５

E-mail chiikitenkai@city.ｈamamatsu-szo.ed.jp

３５

はまクルに関する専用相談窓口「はまクル認定サポートライン」

専用フォーム

【24時間対応】
・原則２営業日以内に回答
・至急の場合は、下記番号へ連絡

0120ー980－393（平日9：00～18：00）



ご参加いただきまして、ありがとうございました。


